
- 19 -

（新規学卒者の採用実績と雇用者数の過不足感について）Ⅳ 特別調査事項

１ 平成１６年４月の新規学卒者の採用実績について、県内中小企業に尋ねたところ、全

体では「採用しなかった」が「採用した」を大幅に上回っており、今年度も多くの県内

中小企業では新規学卒者の採用を抑制した結果となっている。

「 」 、 「 」 「 」採用実績がある 企業の採用人数を前年に比べると 全体では 増えた が 減った

を大幅に上回っており 「採用実績がある」企業においては採用人数が増えた結果となっ、

ている。

２ 次に雇用者数の過不足感について尋ねたところ、全体では現状を「適正」とする企業

が最も多数を占めているが 「不足」とする企業が「過剰」とする企業の２倍近い結果と、

いる。また、前年に続き過剰感が和らぎ、不足感がわずかながら強まる結果とななって

っている。

、 「 」 。職種別にみると すべての職種で現状を 適正 とする企業が最も多数を占めている

また、多くの職種で「不足」が「過剰」を上回っている。

、 「 」 「 」 。年齢別にみると 年齢層が上がるにつれて 不足 が減少し 過剰 が増加している

今後の雇用者数見込みでは 「ほぼ増減なし」とする企業が最も多数を占めているが、、

「増加見込み」が「減少見込み」を４年ぶりに上回った。

１ 新規学卒者の採用実績

（１）採用実績について

平成１６年４月の新規学卒者の採用実績を尋ねたところ、 「採用しなかった」全体では

（ ） 、「 」 （ ） 、企業の割合 ８００％ が 採用した 企業の割合 ２００％ を大幅に上回っており. .
今年度も多くの県内中小企業では新規採用を抑制した結果となっている しかしながら 採。 、「

用した」企業の割合は、前年度の１６６％から３４ポイントの増加となった（＊ 。. . ）

業種別にみると、 新規学卒者を「採用した」が２３３％となり、前年度の製造業では .
１９７％から３６ポイント増加した。. .

（ ） 、「 」 、製造業の内訳 ４３頁参照 をみると 輸送用機械器具 が４３５％で最も多数を占め.
「金属製品」が２８６％ 「食料品」が２７４％で続いている。. .、

新規学卒者を「採用した」が１７８％となり、前年度の１５１％から２７非製造業では . . .
ポイント増加した。

非製造業の内訳（４３頁参照）をみると 「医療業」が５８５％で最も多数を占め 「情、 、.
報サービス業」が２７０％ 「飲食店」が２５６％で続いている。. .、

「採用実績あり」とした企業新規学卒者の採用実績

（＊お断り） いずれも４月の採用についての調査であるが、今回の平成１６年６月調査では「平成１６年度正社員

の新規学卒者の採用の 」について、前回の平成１５年３月調査では「平成１５年度正社員の新規学実績

卒者の採用の 」について、各々聞いている。予定
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（２）前年と比べた採用人数について

新規学卒者の採用実績がある企業について、採用人数の変化をみると、 「変わ全体では

らない」が４５２％で最も多数を占めている中 「増えた」が４４９％となり 「減った」. .、 、

の１００％を大幅に上回っている。.
業種別にみると、 「変わらない」が４６ ３％で最も多数を占め 「増えた」製造業では . 、

が４２３％ 「減った」が１１４％で続いている。. .、

「増えた」が４７１％で最も多数を占め 「変わらない」が４４２％ 「減非製造業では . .、 、

った」が８７％で続いている。.
採用人数の前年比較

また、採用人数が前年に比べ「増えた」と回答した企業割合は、 ４４９％であ全体では .
り、前回の３３１％を１１８ポイント上回った。. .
業種別にみると ４２３％であり、前回の３９５％を２８ポイント上回った。製造業では . . .

４７１％であり、前回の２８８％を１８３ポイントと大幅に上回った。非製造業では . . .

次に 「減った」と回答した企業割合は、 １０ ０％であり、前回の１６ ６％を、 全体では . .
６６ポイント下回った。.
業種別にみると １１４％であり、前回の１３４％を２０ポイント下回った。製造業では . . .

８７％であり、前回の１８６％を９９ポイント下回った。非製造業では . . .

採用が「増えた」とした企業 採用が「減った」とした企業
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２ 雇用者数の過不足感

（１）今の雇用者数の過不足感

今の雇用者数の過不足感を尋ねたところ、 現状を「適正」とする企業が最も多全体では

数を占めている中 「不足」が１９ １％ 「過剰」が１０ ７％で 「不足」が「過剰」の２、 、 、. .
倍近い結果となっている。また、前年に続き過剰感が和らぎ、不足感がわずかながら強ま

る結果となっている。

雇用者数の過不足感＜全体＞

、 「 」 、業種別にみると 現状を 適正 としている企業が最も多数を占めている中製造業では

４年ぶりに「不足」が「過剰」を上回った。

製造業の内訳（４５頁参照）をみると、調査対象の１０業種中６業種で 「不足」が「過、

剰」を上回っている。

現状を「適正」としている企業が最も多数を占めている中 「不足」が２年非製造業では 、

、 、 。連続で増加して２０２％となり 平成１２年の特別調査開始以来 最も高い水準となった.
一方 「過剰」は７９％とはじめて１０％を下回る水準となった。、 .

（ ） 、 、「 」 「 」非製造業の内訳 ４５頁参照 をみると 調査対象の６業種すべてで 不足 が 過剰

を上回っている。

雇用者数の過不足感＜製造業＞ 雇用者数の過不足感＜非製造業＞
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（２）職種別にみた雇用者数の過不足感

職種別の雇用者数の過不足感については、 すべての職種で現状を「適正」とす全体では

る企業が最も多数を占めている。また 「一般事務部門」を除く４職種で 「不足」が「過、 、

剰」を上回っている。

「不足」をみると 「営業・販売部門」が３１１％で最も多く 「研究開発部門」が、 、.
３０ ５％で続いている。一方 「不足」が最も少ないのは「一般事務部門」で７ ６％とな. .、

っている。

また 「過剰」をみると 「生産部門」が１０ ７％で最も多く 「一般事務部門」が９ ９、 、 、. .
。 、「 」 「 」 。％で続いている 一方 過剰 が最も少ないのは 研究開発部門 で２８％となっている.

職種別の雇用者数の過不足感＜全体＞

業種別にみると すべての職種で 適正 が最も多数を占めている また 一、 「 」 。 、「製造業では

般事務部門」を除く４職種で 「不足」が「過剰」を上回っている。、

「 」 。 、「 」 「 」非製造業ではすべての職種で 適正 が最も多数を占めている また 不足 と 過剰

、「 」 、 「 」 「 」を比べると 一般事務部門 で同じ９８％となっているほかは すべて 不足 が 過剰.
を上回っている。

職種別にみた過不足感＜製造業＞ 職種別にみた過不足感＜非製造業＞

6 6 .7 %

6 3 .6 %

6 4 .1 %

8 1 .8 %

8 2 .6 %

3 0 .5 %

2 5 .6 %

3 1 .1 %

1 0 .8 %

2 .8 %

4 .8 %

1 0 .7 %

7 .4 %

9 .9 % 7 .6 %

0 % 1 0 % 2 0 % 3 0 % 4 0 % 5 0 % 6 0 % 7 0 % 8 0 % 9 0 % 1 0 0 %

研 究 開 発 部 門

生 産 部 門

営 業 ・販 売 部 門

管 理 部 門

一 般 事 務 部 門

過 剰 適 正 不 足

13.4%

60.7%

58.9%

65.4%

81.4%

85.3%

36.5%

27.7%

30.4%

2.8%

4.1%

8.5%

10.0% 4.7%

10.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

研究開発部門

生産部門

営業・販売部門

管理部門

一般事務部門

過剰 適正 不足

72.4%

68.3%

63.1%

82.1%

80.5%

24.9%

23.6%

31.6%

2.7%

8.1%

9.8%

6.6%

5.3%

11.3%

9.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

研究開発部門

生産部門

営業・販売部門

管理部門

一般事務部門

過剰 適正 不足



- 23 -

（３）年齢別にみた雇用者数の過不足感

年齢別の雇用者数の過不足感については、 年齢層が上がるにつれて不足感が減全体では

少し、過剰感が増加している。

「１０～２０歳代」をみると 「不足」が５２ ４％で「適正」の４６ ２％を超えて最も、 . .
多数を占めているが 「３０歳代 「４０歳代」及び「５０歳代以上」では 「適正」が最、 」、 、

も多数を占めている。

年齢別の雇用者数の過不足感＜全体＞

業種別にみると、 「１０～２０歳代」で「不足」としている企業が最も多数製造業では

を占めており、それ以外では「適正」が最も多い。

また 「５０歳代以上」をみると、前回調査では「過剰」が半数以上を占めていたが、今、

回は４８３％となり、依然過剰感は強いものの「適正」を下回っている。.
１０～２０歳代 で 不足 が最も多数を占めており それ以外では 適非製造業では「 」 「 」 、 「

正」が最も多い。

年齢別にみた過不足感＜製造業＞ 年齢別にみた過不足感＜非製造業＞
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（４）今後の雇用者数の見込み

今後の雇用者数見込みについては、 「ほぼ増減なし」が７１１％で最も多数を全体では .
占めている中 「増加見込み」は１８３％で３年連続で増加し 「減少見込み」は１０６％、 、. .
で再び減少した。

また 「増加見込み」が「減少見込み」を上回ったのは、 以来、 平成１２年の特別調査開始

で４年ぶりとなる。

今後の雇用者数の見込み＜全体＞

業種別にみると ほぼ増減なし が６９４％で最も多数を占めている中 増、 「 」 、「製造業では .
加見込み」が１８ ４％で 「減少見込み」の１２ ２％を、平成１２年の特別調査開始以来. .、

４年ぶりに上回った。

製造業の内訳 ５５頁参照 をみると 調査対象の１０業種中 家具・装備品 及び 衣（ ） 、 、「 」 「

服・その他の繊維製品」を除く８業種で 「増加見込み」とする企業が「減少見込み」とす、

る企業を上回っている。

「ほぼ増減なし」が７２２％で最も多数を占めている中 「増加見込み」が非製造業では . 、

１８ ３％で 「減少見込み」の９ ５％を、平成１２年の特別調査開始から５年連続で上回. .、

った。

非製造業の内訳（５５頁参照）をみると、調査対象の６業種すべてで「増加見込み」と

する企業が「減少見込み」とする企業を上回っている。特に「情報サービス業」では 「増、

加見込み」が４３３％で 「減少見込み」の３０％を大きく上回っている。. .、

今後の雇用者数見込み＜製造業＞ 今後の雇用者数見込み＜非製造業＞
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